
環境保全活動を推進する
マネジメント体制
グループ全体の明確な目標設定と、社員一人ひとりの意識向上、
そして全社を横串にしたマネジメント体制により、環境保全活動を推し進めます。

　環境活動を推進するにあたり、まず全社的な目標を

明確に定め、それを実効性のある施策にすべく、JR東

日本グループの社員それぞれが主体的に環境活動に取

り組むことが重要と考えています。各職場における環境

活動を推進する「JR東日本エコ活動」の全社展開、環

境教育による指導者の育成、環境表彰による優れた取

り組みの共有化などを通じて、環境活動の裾野の拡大

に取り組んでいます。

　「エコロジー推進委員会」では、事業活動にともなう

環境負荷調査、および環境目標の設定、環境保全活動

の実施、目標達成度の確認、経営層によるチェックなど

を行っています。1992年に設置され、経営企画部に事

務局を持つこの委員会は、代表取締役社長を委員長と

し、各部門の責任者を委員とする社内横断組織です。ま

た、全グループ会社の環境責任者が参加する「JR東日

本グループ環境経営推進会議」を毎年開催しています。

2007年度は、グループ全体での課題やグループ内の

優れた取り組み事例を共有化しました。

●環境教育の実施

　環境経営の推進には、全社員が環境問題に対して正

しい知識を持つことが重要です。そのため、各機関・会

社の推進者の育成を目的として、採用時や昇進時の研

修など環境教育を実施。環境活動の裾野の拡大に取り

組んでいます。特に推進者の育成については、グループ

各社の環境活動を推進するため、2006年度から、各

社の環境責任者が参加する「環境経営研修」を開始し

ました。

●ISO 14001の取得状況

　比較的環境負荷の高い事業所については、環境マネ

ジメントシステムの国際規格、ISO14001取得を進め

てきました。車両のメンテナンスを行う総合車両セン

ターは、全職場での取得が完了しています。

●内部環境監査

　例えば総合車両センターでは、環境活動を自らチェッ

クする取り組みとして、部外講習などで内部監査員を養

成し、定期的な監査を行っています。内部環境監査で

は、派遣社員等に対しての環境教育が実施されていな

かった点などを指摘され、それらについて改善しました。

●環境リスクマネジメント

　化学物質の取り扱いと管理を厳格化することで、環

境事故を未然に防ぐ体制づくりに取り組んでいます。ま

た火力発電所や総合車両センターなど化学物質や危

険物を取り扱う現業部門では、異常時の対応マニュア

ルを整備しています。同時に勉強会や処理訓練を実施、

関係者への周知徹底をはかり、現場での的確な対処が

できるよう努めています。

●環境関連の事故

　2007年度において、環境に関する事故や罰則を受

けた例はありませんでした。

グループ全体で見る
事業活動における環境負荷
事業を行うにあたり、多くの資源を消費し、さまざまな物資を排出しています。
このインプット/アウトプット両面における環境負荷を低減するため、定量的な把握に努めています。

一般廃棄物

■JR東日本のリサイクル率 ■JR東日本グループ全体のリサイクル率 ■グループ会社のリサイクル率

（49,340t）

一般廃棄物
（87,463t） 

 87％
（446,023t）

リサイクル率

※1 その他現業区 設備のメンテナンス等を行う技術センターや車掌区等
※2 設備工事 法律上は工事の請負会社が排出事業者となる工事廃棄物も産業廃棄物に含んで把握しています。

インプット

アウトプット

グループ会社の事業

営業収益 7,237億円営業収益 7,237億円

CO2排出量212万t-CO2 64万t-CO2

87,463t一般廃棄物

産業廃棄物
（447,221t） 

産業廃棄物
（63,371t）   

水

エネルギー

OA用紙

● 電力 　　　　9.5億kWh　　
● 都市ガス 　　3,975万m3　
● その他の燃料 6.5万kl（原油換算）

● 電力 56億kWh
● 都市ガス 1,028万m3

● その他の燃料 7.6万kl（原油換算）

1,186万m3

1,869t

1,066万m3

940t

営業収益 1兆9,798億円

合計 49,340t

● オフィス 2,894t
● 駅・列車 43,843t
● 総合車両センター等 1,009t
● 切　符 536t
● その他現業区※1 1,047t
● 発電所 11t

63,371t産業廃棄物
合計 447,221t

● 設備工事※2 406,950t
● 総合車両センター等 39,133t
● 医療系 120t
● その他現業区 634t
● 発電所 384t

リサイクル率

リサイクル率

リサイクル率

リサイクル率

リサイクル率

48％
（66,221t）

(うち再生紙が76％）(うち再生紙が99％）

■JR東日本の環境マネジメント推進体制（2008年6月30日現在）

 エコロジー推進委員会

委 員 長 ： 代表取締役社長
副委員長 ： 総合企画本部長、鉄道事業本部長、事業創造本部長
委　　員 ： 総合企画本部副本部長、経営企画部長、投資計画部  
　　　　　長、ターミナル計画部長、技術企画部長、営業部長、　
　　　　　運輸車両部長、設備部長、電気ネットワーク部長、
　　　　　事業創造本部部長、IT・Suica事業本部部長、
　　　　　建設工事部長、広報部長、財務部長、人事部長、
　　　　　厚生部長、法務部長、総務部長

部門名 　　　　  主な活動内容 　　　　　　　　　　　　　  検討ワーキンググループ

各職場における環境保全活動の推進／グループ全体の
環境経営の推進／環境目標の管理・環境広報　　など

ＣＯ2排出量等の削減（電気使用量等の削減、新エネル
ギー技術）交通体系全体でのＣＯ2排出量削減　　など

駅・列車ゴミのリサイクル／産業廃棄物の削
減・リサイクル／グリーン調達　　など

オゾン層破壊物質管理／化学物質管理／ＰＣＢの管理　　など

騒音対策／トンネル湧水の活用／鉄道林の保
全・活用／除草剤の適正使用　　など

・ＪＲ東日本エコ活動ＷＧ
・グループ環境経営推進ＷＧ

・エコステーションＷＧ　・エコ車
両ＷＧ　・鉄道の利用促進ＷＧ

・駅・列車ゴミＷＧ

・ＰＣＢ廃棄物ＷＧ

・鉄道林の保全・活用ＷＧ
・除草方法の適正化ＷＧ

環境マネジメント部門

地球温暖化防止部門

資源循環部門

化学物質管理部門

鉄道沿線環境保全部門

各支社エコロジー推進委員会　

　支社長、各部長等

社　長

本社各部 各支社等

32 33

環境マネジメント

●JR環境報告書2008_P32-33  2008.08.18 再々々入稿

沿線での環境活動グループ全体の環境負荷

JR東日本グループが一丸となって

環境活動への風土づくり

●各職場からの環境活動の推進 ●環境教育の実施状況 
●環境活動に関する表彰制度 ●ＩＳＯ14001の取得状況

http://www.jreast.co.jp/eco/URL

[ホームページに掲載している情報]

65％
（32,107t）

92％
（410,230t）

39％
（34,114t）

56％
（35,793t）
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